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宇都宮市における中小企業振興策の新たな潮流

（１）調査研究の背景
　宇都宮市では，事業所の９８％，雇用の７７％を中
小企業が占めている。しかし，産業の空洞化や市
場の縮小，後継者不足などを背景に中小企業の減
少は止まらない。今後，中小企業の衰退に伴って
経済活動の停滞や地域の活力の低迷など社会経済
的に負の影響が懸念される。
　中小企業の活性化の１つの道には，米国のよう
に新規創業率を高め，企業の新陳代謝を促進する
ことが考えられる。しかし，わが国の制度や文化
の中でそれがどこまで機能するかは不透明なとこ
ろである。
　他方，中小企業の中には技術蓄積を進め，高度
な技能を用いた世界有数の製品を作るものづくり
企業も存在する。それはグローバルニッチトップ
型企業として近年注目され始めている。加えて，
平成２６，２７年度の中小企業白書に記載されたよう
に，ビジネスとして社会的課題解決に取り組み利
益を得る企業が昨今脚光を浴びている。平成２４年
経済産業省の「経済社会ビジョン」においても
「課題解決型産業」として位置づけられており，今
後成長が期待されている。
　社会的課題解決は，中小企業の生き残る道の１
つとして認知され始めている。このような経営戦
略は，「ＣＳＶ（Creating Shared Value，共通価
値の創造）」である。ＣＳＶは，企業が自らの事業
を行った結果として社会的利益が向上し，同時に
企業の経済的利益を高める好循環を指す。
　これはすなわち，大量生産や価格競争による経
済基盤から価値の創造による経済基盤への変革が

１　はじめに

期待され，国民一人ひとりが豊かさを実感できる
成熟社会１の到来にほかならない。それは同時に，
地域経済が自律し，域内循環が構築されている状
態でもある。

（２）調査研究の目的
　人口減少社会が到来し，企業活動の縮退も予想
される中，経済的利益と同時に社会的利益の向上
に寄与する複眼的な企業活動が求められている。
本市においても，中小企業のＣＳＶを後押しし，
企業競争力を高める支援体制を構築することで，
地域経済の循環を促進することが求められる。
　そこで本研究では，市内のＣＳＶ実践企業の事
業モデルを明らかにする。さらに，ＣＳＶの推進
と地域経済循環の促進にあたり本市の振興施策の
あり方を検討することを目的とする。

（３）調査研究の視角
　本研究ではまず本市の現状を確認し（第２章），
またＣＳＶの概念を整理する（第３章）。その上
で，国内外のＣＳＶ実践事例を収集し，取組企業
の特徴を整理する（第４章）。また，本市のＣＳ
Ｖ実践企業の事例を紹介し，その優位性と課題の
両面を明らかにする（第５章）。最後に，ＣＳＶ
事業と地域経済循環の促進に向け本市として取り
組むべき施策を議論する（第６章）。

２　本市における現状と課題

（１）本市の地域経済
　議論に先立ち，本市の地域経済の構造を簡潔に
整理しておく。平成２７年度からサービスが開始さ
れたRESAS２を用いて，本市の地域経済循環の構

１  ガボールによる定義は，「人口および物質的消費の成長はあきら
めても，生活の質を成長させることはあきらめない世界であり，
物質文明の高い水準にある平和な社会」である（ガボール１９７３）。
２  地域経済分析システムの略。詳しくは本号の「地域経済分析シ
ステム（RESAS）の活用と政策の形成」を参照されたい。

〈５〉宇都宮市における
　　 中小企業振興策の新たな潮流
　　 ―企業と地域社会の共生―

市政研究センター　専門研究嘱託員　丹羽　孝仁



60

（２）本市における社会貢献企業
　まず，本市における企業による社会活動の現状
を紹介する。宇都宮ＣＳＲ４推進協議会が平成２０
年度より「宇都宮まちづくり貢献企業認証制度」
を設けている。これはＣＳＲの認証に「まちづく
り」の視点を備えている先駆的取組だと評価でき
る。
　一方，本制度の限界も指摘せざるを得ない。そ
れは，本制度への参画企業数の伸び悩みと参画企
業の業種の偏りである。図２には，業種別の企業
認証数の推移を示した。平成２０年度の開始から平
成２６年度までに１２４社が認証されている。そのう
ち，７３社が建設業関連，３４社がサービス業関連の
企業であり，両者をあわせると全体の８６％に及ぶ。
認証数は平成２１，２２年度に５６社と集中しており，
以降は年平均１３社で推移してきた。
　このような特徴を示すのは，認証制度の恩典に
市の「入札優遇制度」があるためと考えられる。認
証制度には公共事業の受注を目指す企業が積極的
に参加している。これは，「入札優遇制度」を活用

造を示したのが図１である。
　ここには，生産・分配・支出の３つの特徴から
地域内外の資本の動きが示されている。生産では
産業別の付加価値額が示されており，本市では第
三次産業のウェイトが高いことがわかる。分配で
は所得の流出超過が確認される。これは市外から
の通勤者によって所得が地域外へ流出しているこ
とを表しており，宇都宮都市圏が市外まで広がっ
ていると理解できる。一方，民間消費支出は域外
に若干の流出傾向があり，中心商店街や大型商業
施設による商業の吸引力は十分ではないと考えら
れる。しかし，本市の地域経済循環率は１００％を
上回っており，地域内で循環する地域経済が構築
されている。
　ただし，それが健全かどうかは疑わしい。なぜ
ならば，その他の支出に関わる部分で域外からの
流入が大きいためである。これは公的支出と移輸
出入収支からなるが，行政サービスが一般的に行
政界内でほぼ完結することを考えると，移輸出入
収支によるものと考えられる。これはおそらく製
造業で産み出された財・サービスの移輸出入だと
推察されることから，分工場体制下の本市におい
て景気変動などのマクロ経済のリスクを内在化し
てしまっているとも解釈できる。
　地域外の影響を弱め，地域経済の自律性を高め
ること，すなわち地域内での経済循環をより一層
促す対策が求められる。企業が社会との接点を持
つことがその一助となる可能性を本稿は議論する。

図１　本市の地域経済循環図
出典：RESAS

図２　業種別まちづくり貢献企業認証数の推移
宇都宮ＣＳＲ推進協議会Webサイト３から作成

３  宇都宮ＣＳＲ推進協議会「宇都宮まちづくり貢献企業概況」，
https://www.csr-utsunomiya.net/instance/gaikyou.php，２０１５年１０
月１日取得
４  ＣＳＲ（Corporate Social Responsibility）は「企業の社会的責
任」と日本語で訳され，法令順守に加え，企業が社会市民として
ステークホルダーの利益を実現する責任である。

地域経済循環率
１１４.５％

●市政研究センター研究報告
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　本稿では，ＣＳＶをより理解しやすくするため，
「同時性」と「革新性」７の条件を明示的に用いる。
これまでの研究においてもこの２点は必要条件で

するためにＣＳＲの認証を受けていると捉えられ，
本来のＣＳＲ認証の目的と合致しない。
　加えて，本市には「低利融資制度」の恩典が用
意されており，ＣＳＲを通じて企業の経営をサ
ポートする体制が整っている。しかし，認証制度
開始以来，これまでこの低利融資制度を利用した
企業は１社もない。認証制度に参加する企業の多
くは中小企業であるものの，経営状態は良好であ
り，低利融資制度の支援を必要としていない。

３　ＣＳＶの概念整理

（１）ＣＳＶとは？
　本章では，ＣＳＶの概念を整理する。ＣＳＶは
平成２３年にポーターとクレマーによって提唱され，
「共通価値の概念は，企業が事業を営む地域社会
の経済条件や社会状況を改善しながら，みずから
の競争力を高める方針とその実行と定義できる」
とされる（ポーター・クレマー２０１１，１１）。
　ただし，フィランソロピーやＣＳＲ，戦略的Ｃ
ＳＲ，ソーシャルビジネスのように似たような概
念で整理されるいくつかの社会活動５がある。た
とえば，ＣＳＶの考え方は，攻めの姿勢を重視し
ＣＳＲ活動をビジネスチャンスとしようとする戦
略的ＣＳＲと非常に近い概念である。しかし，
ポーターらは，ＣＳＶはこれらのいずれにも該当
せず，新たな経営戦略だと指摘する。これを理解
するため，さまざまな社会活動を便宜的に類型化
するならば，図３のようになる６。

図３　社会活動による事業の類型化
筆者作成

図４　経済的利益と社会的利益からみた
ＣＳＶの位置づけと成熟社会への方向性

筆者作成

７  イノベーション，ソーシャル・イノベーション（社会的革新）
を意図するキーワードとして用いる。

宇都宮市における中小企業振興策の新たな潮流

５  本研究では，事業体を問わず社会的利益をもたらす活動を社会
活動とする。図３に示される用語を紹介すると，フィランソロ
ピーは企業の慈善活動，メセナは文化・芸術活動に対する企業の支
援，ＣＲＭ（Cause Related Marketing）は売上の一部を慈善事業
などに寄付するマーケティング活動である。個々の特徴について
は，野村総合研究所（２０１４）が細かく整理しているので，これを
参照されたい。
６  あくまで，便宜的な類型化の判断基準であり，筆者自身もそれ
ぞれの社会活動が重なり合う領域が存在し，概念体系が複雑化し
ていることを承知している（図４）。
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ラスターをつくる，である。
　さらに赤池・水上（２０１３）は，この３つの手法
をより細かく解釈し，９つの実践アプローチを整
理している（図５）。これらの実践アプローチの
うち，地域経済の中で生き残ろうとする中小企業
に求められる取組は，「需要条件の創造」や「ス
テークホルダーとの関係強化」となろう８。

（３）企業と地域社会の共生
　本研究は，ＣＳＶを１つの軸として，企業と地
域の関わり方とそれがもたらす地域経済の循環に
ついて議論する。しかし，ＣＳＲに対する認知度
や理解度が今なお一般社会へ十分に浸透していな
いことや社会的責任という日本語訳が企業にコス
トを強く意識させたことを考えると（佐藤ほか
２０１３），ＣＳＶの文言も同様の問題に直面し，ＣＳ
Ｖに対する市民の共感が得られにくいと想定され
る。そこで，ＣＳＶ（共通価値の創造）を意訳し，
「企業と地域社会の共生」としたい９。
　なお，ＣＳＲからＣＳＶへの取組の転換が必要
かといえば，そうではない。複雑な概念体系にな
りつつあるものの，社会的課題に取り組むことは
共通した視点であるため（内本２０１５，影山２００９），
相互補完的な役割として理解することが可能だか
らである。むしろＣＳＲプラスＣＳＶの選択肢を
企業に提示できる１０。中小企業を中心に，企業が
社会的課題解決の視点を事業に取り入れるために，
「地域社会との共生」の観点はその入り口として比
較的易しく，事業リスクも小さい。

あるはずだが，明示されていない。そこで，改め
てその条件づけを整理する。
　まず同時性について，たとえば，企業が地域の
清掃活動に参加することで顧客の認知度が向上し，
結果として新しい顧客を確保できる。このように
企業の経済的利益に寄与する効果が社会活動には
ある。しかしこの場合，社会活動そのものが同時
に経済的利益に直結しないため，ＣＳＶとは判断
しない。戦略的ＣＳＲやＣＲＭの一種と理解する。
　次に革新性について，たとえば，企業は労働者
を雇用し賃金を支払うことで社会貢献を行ってい
る，との言説がある。労働市場が形成された初期
の段階ならいざ知らず，雇用することのみで社会
貢献や社会活動をしていると，今の世間は評価し
ない。このように，すでに社会一般の規範として
当然のものと受け入れられている社会活動は，Ｃ
ＳＶにはあてはまらない。また，ＣＳＲやソー
シャルビジネスとしても成り立たない。
　以上のように，ＣＳＶを理解するためには同時
性と革新性の条件を明確にする必要がある。また，
この同時性と革新性はそれぞれ短期的視点，長期
的視点という時間軸で整理することができる。な
お，時間軸でＣＳＶを捉えた場合，将来には現在
行っているＣＳＶがＣＳＶとは認識されなくなる
社会が到来するものと考えられる。そのような社
会の状態は，企業による社会活動が活発に行われ，
それによって豊かさを実感できる成熟社会といえ
る。そうであるならば，ＣＳＶはその黎明期にあ
たる社会活動の取組であると整理することができ，
その活動の先には，成熟社会を支える成熟経済の
姿を描くことができる（図４）。

（２）ＣＳＶの実践アプローチ
　ポーター・クレマー（２０１１）は，ＣＳＶの実践
において，３つの手法を提示する。①製品と市場
を見直す，②バリューチェーンの生産性を再定義
する，③企業が拠点を置く地域を支援する産業ク

●市政研究センター研究報告

８  もちろん，企業は社会的革新をもたらす新商品や新サービスを
生み出す可能性を秘めているため，ほかの取組を排除するもので
はない。
９  この地域というキーワードは，ＣＳＲやＩＳＯ２６０００の中でも，
ステークホルダーの１つとして位置づけられているが，地域経済
循環を見据えたＣＳＶの考え方でも重要な位置づけとなる。
１０  これらの考え方は平成２６年３月に公表された「ＣＳＲとＣＳＶ
の３原則」でも示されている。
ＣＳＲとＣＳＶを考える会「ＣＳＲとＣＳＶに関する原則」，
http://www.csonj.org/csr-csv/，２０１６年１月３１日取得
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が求める社会的課題に取り組んでいる。他方で，
住友化学の「オリセットネット」１４のように発展途
上国を市場とした社会的利益の大きな取組もある。
　新たな市場の創出はしていないが，ヤマトの
「プロジェクトＧ」１５やネスレの「ハラール認証」１６ 
のようにステークホルダーとの関係性を強化する
ことで，事業の持続可能性を高めようとする試み
もみられる。
　以上の事例は，事業の核心に近いところで社会

　前章では「企業と地域社会の共生」の概念とそ
の事業手法を整理してきた。本章では，それを念
頭に国内企業の取組事例を整理する。

（１）国内大手企業の取組事例
　まず，国内国外の実践事例を示す１１。たとえば，
キリンの「キリンフリー」１２やジェイアイエヌの
「JINS SCREEN」１３の開発は，国内に新たな需要を
創出し，企業は経済的利益を確保している。同時
に，飲酒運転の撲滅や視力低下の軽減など，時代

図５　ＣＳＶの実践アプローチと取組事例
赤池・水上（２０１３），玉村ほか（２０１４），野村総合研究所（２０１４），藤井（２０１４）から作成

４　全国，海外の実践事例
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１１  本稿では複数の研究成果を基に事例を紹介するが，これがＣＳ
Ｖの実践事例の全てではないことに留意する必要がある。
１２  キリンは，平成２５年に「ＣＳＶ本部」を立ち上げた。「社会課題
に対して，商品やサービス等を通じてアプローチしていくことが，
結果として事業にもプラスの影響をもたらす」と考えている。キ
リンは，世界初のノンアルコールビールを開発することで，新市
場を開拓すると同時に，飲酒運転による交通事故の減少という社
会的利益を生み出している。
１３  ジェイアイエヌは，平成１３年にメガネ市場に参入し，ブルーラ
イト対策メガネを一般的に浸透させた。ＰＣやスマホなどの出現
により現代社会のライフスタイルに対応したメガネを開発するこ
とで，新規の需要を喚起したと同時に，視力低下の低減という社
会的利益を生み出している。

１４  住友化学は，殺虫成分を織り込んだ蚊帳を開発し，「オリセット
ネット」として販売している。これにより世界中のマラリア対策
が一層進展すると同時に，住友化学も経済的利益を獲得している。
１５  ヤマトは，日本各地で社会活動を行っている。そのうちの１つ，
高知県大豊町では，人口の半数以上を占める高齢者の住民の買い
物支援と見守りを行っている。集落の高齢者が必要な商品を地元
商店に電話注文し，地元の商店がその商品のピックアップと配送
をヤマト運輸に依頼するという仕組みを構築している。ヤマト運
輸は，商品を自宅へ配送する際に，セールスドライバーがヒアリ
ングシートを活用して高齢者の体調を把握することで高齢者の見
守り支援を行っている。この事業を通じてヤマトは持続的な顧客
という経済的利益を得られ，同時に高齢者への生活支援の充実と
いう社会的利益が得られる。
１６  ネスレは，マレーシアにおけるハラール認証を積極的に参画し，
マレーシア製の全食品についてハラール認証を取得している。ま
た，ハラール認証基準の世界統一化に向けた取組にも関与するこ
とで，イスラム市場における自社の優位性を固めると同時に，イ
スラム教徒の生活を守っている。 
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技術と経験の継承に課題を感じていたが，生涯現
役の環境を整備することで，ものづくりの競争力
の源泉たる技術力を次世代へ受け継ぐことができ
ている。
３）有限会社真京精機１９（栃木県真岡市）
　真京精機は昭和４８年創業の精密加工を専門とす
る製造企業で，現在，従業員を４６人，うち２０人ほ
どの障がい者を雇用している。事業の中における
障がい者雇用の重要性は大きく，障がい者を健常
者と同様に一労働者として認識している。採用の
際は面接をせず，来る者拒まずの姿勢である。そ
れでも経営が成り立つのは，障がい者でもできる
「仕組み」を作っているからである。一人ひとりが
職場に対応するのではなく，職場が一人ひとりに
対応する。企業がちょっとした工夫をすることで
障がい者は困難なく仕事ができるようになるので
ある。それは，人中心の経営を貫いている結果で
ある。

（３）先進事例にみる取組の特徴
　これまでに紹介されてきた「地域社会との共生」
実践企業の多くは大手企業であり，かれらは社会
的課題への取組から新たな市場を創出し，かれら
自身の経済的利益も向上させている。
　また，ステークホルダーとの関係性を強化する
視点は，中小企業でも取り入れることが可能であ
る。実際に，いくつかの中小企業では，従業員の
雇用を「付加価値を生み出すステークホルダーの
育成」として位置づけ，経営戦略と関連づけてい
る。雇用を通じて，人口減少時代の労働力不足と
いう社会的課題に取り組む「労働統合型社会的企
業」２０にも通ずる。
　多様性ある雇用を企業の競争力の源泉に位置づ

活動をし，企業の経済的利益と社会的利益を同時
に向上させている。大企業の社会活動は，新規市
場を生み出すほど大規模なものである。

（２）国内中小企業の取組事例
　このような活動は資本も人員も豊富な大企業だ
けができ，中小企業が「企業と地域社会の共生」
の視点から社会活動と事業に取り組むことは不可
能なのであろうか。そうではない。ここでいくつ
かの中小企業が雇用を通じて取り組む実践事例を
紹介する。
１）有限会社原田左官工業所１７（東京都文京区）
　原田左官工業所は昭和２４年創業の総合左官企業
である。建設業界にありながら女性雇用率が高く，
従業員４１人のうち女性が１０人（うち８人が職人）
である。
　昭和６３年に事務スタッフの女性から現場に出て
みたいとの申し出があり，女性活躍の取組が始
まっている。平成２年には社内に「ハラダサカン
レディース｣を設置し，色やデザインに対する女
性の感性を活かした事業を提案し，市場開拓を進
めている。女性活躍という社会的ニーズが満たさ
れるとともに，原田左官工業所は新たな市場と雇
用を創出している。
２）平和産業株式会社１８（千葉県船橋市）
　平和産業は，昭和３８年創業の航空宇宙機器用部
品を手掛ける金属製品製造企業である。平成１８年
に定年制を撤廃し，「本人の意思によって年齢に
関わらず働ける」職場を実現させてきた。
　全従業員１６７人のうち６５歳以上の従業員を９人
雇用し続けている一方，平均年齢は３８.７歳と若い。

●市政研究センター研究報告

１９  インタビュー調査結果に基づく。
２０  これは，ＷＩＳＥ（Work Integration Social Enterprise）とも呼
ばれ，対人社会サービスの提供と社会的排除を受ける者への雇用
創出がその活動領域である（山本２０１４）。

１７  日本商工会議所「光る！リーダーシップ！『若者・女性の活躍
推進』取組事例【２】有限会社原田左官工業所（東京都）」，
http://www.jcci.or.jp/%E3%88%B2%E5%8E%9F%E7%94%B0%E5
%B7%A6%E5%AE%98%E5%B7%A5%E6%A5%AD%E6%89%80.p-
df，２０１６年１月３０日取得
１８  （独）高齢・障害・求職者雇用支援機構「生涯現役いきいき企
業１００選（平成２６年）」
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けることができれば，新たな社会的ニーズに気づ
くことができよう。つまり，中小企業においても
事業そのものから経済的利益と社会的利益を生み
出すことが可能となる。

　しかし，社会貢献に対する意識を持ってこの事
業に取り組み始めた訳ではないため，社会的利益
を顧客へのＰＲに活かしきれていないことが課題
である。また現在，さまざまな企業が個人向け自
動車リース事業に展開をし始め，社会全体の認知
度が高まってきた段階にあると平山自動車は捉え
ており，今後の動向が注目される。
２）第一測工株式会社
　第一測工は，昭和２７年創業の建設コンサルタン
トを営む会社である。従業員は３５人，平均年齢は
４３歳である。
　現在，環境活動やまちづくり支援活動，「うつの
みやマップ」，「とちぎのふるさと田園風景百選
マップ」などさまざまなＣＳＲ活動を行っている。
本市のまちづくり貢献企業認証の第１回認証企業
でもある。
　地域との関わりが始まったのは，平成１３年の中
心市街地通行量調査からであった。「うつのみや
マップ」，「空き店舗情報システム」など社会への
貢献として，また技術面の勉強を兼ねて取り組ん
できた。これまでの取組も企業のノウハウが活き
る分野で行ってきたため，企業のＰＲと顧客の将
来的な獲得という戦略的ＣＳＲとしても位置づけ
られてきた。
　平成２５年に取り組んだ空き家実態調査業務で，
タブレット端末と独自改良のソフトウェアを用い
た調査手法を導入した。デジタル機器を用いるこ
とで，作業効率の向上と単純ミスの阻止というメ
リットが得られる。これは結果的に公共事業の信
頼性を高め，なおかつ低コストに結びつくという
社会的利益が得られる。同時に，第一測工では調
査業務の受注増や調査システムの販売を通じて事
業益を獲得している。
　課題は，調査システムの販売や公共事業の受注
に対する継続性をいかに確保するのかという点に
ある。第一測工は，実直な姿勢で足元を固めると
ともに，新しい技術に対する素早い反応で対応し

（１）本市における実践企業
　以上をふまえ，本市内で社会活動を事業の中で
進めている企業の事例を報告し，これらの企業の
特徴と課題を整理する。
１）有限会社平山自動車修理工場
　平山自動車は，昭和２７年創業の自動車整備を営
む会社である。従業員は６人，平均年齢は４５歳と
高い。
　平山自動車は，およそ６年前に個人向け自動車
リース事業を新規に展開している。沖縄県で始
まった「スーパー乗るだけセット」２１に関する報道
記事を平山自動車の経営者が読み，その名前とノ
ウハウを借りて栃木県初の事業を開始した。個人
向け自動車リースは，新車の５年間リース契約で，
車検や税金，メンテナンス費用がパッケージ化さ
れている。
　燃費向上技術や運転サポート技術などの最新技
術が搭載された車を利用者は利用できるため，環
境対策や交通事故防止などの社会的利益がある。
他方，平山自動車はこれまで自動車購入に関心の
薄い層であった若者や女性などを顧客として取り
込むことができるとともに，メンテナンス等で顧
客の囲い込みができている。この事例は，自動車
保有台数が全国トップレベルの本市において交通
安全に資する事業活動として特に意義あるものと
評価できる。

５「企業と地域社会の共生」の視点
　　からみた本市企業の特徴とその課題

宇都宮市における中小企業振興策の新たな潮流

２１  沖縄市の西自動車商会が全国初でスタートさせた。この名称は
西自動車商会による商標登録である。
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ている。
３）こいしや食品株式会社
　こいしや食品は，大正１０年創業の食料品製造企
業で，主な商品は豆腐，納豆である。従業員は１８０
人，平均年齢は４０歳代後半と高い。
　こいしや食品は元々，食育などを通じて社会活
動に取り組んできた。平成２５年に製品開発の視点
からハラール認証取得を検討し始めた。折しも東
京オリンピック開催が決定した年で，外国人イン
バウンド観光客の増加も期待されていた。イスラ
ム教で禁忌とされるハラームに該当する原材料を
見直し，平成２６年１０月に豆腐業界初となるハラー
ル認証を取得した。
　ムスリムの生活を支える意味において社会的利
益が期待されると同時に，事業としては製品の差
別化による需要条件の創造が期待される。世界中
から観光客が訪れる日光を身近に持つ本市からハ
ラール認証の取組が進み始めたことが評価できる。
ただし，現時点ではハラール認証製品の需要は業
務用市場に大きく偏っている。賞味期限の短い製
品群において小売市場は本市周辺に限られ，潜在
的な需要が極めて小さいためで，今後の市場展開
が課題となる。
４）株式会社井上総合印刷
　井上総合印刷は，昭和４１年創業の印刷会社であ
る。従業員は８６人，平均年齢は約４３歳である。
　創業者の地域貢献の意志の下，自分史の出版や
地域情報誌の出版を長年続けている。これらの事
業はＣＳＲ活動として行っているが，広告塔とし
て機能し，後々新規受注などに結びついており，
戦略的ＣＳＲといえる。また，平成２２年には本市
のまちづくり貢献企業の認証を取得している。
　平成２８年２月２日から「TOCHIGI ebooks」２２と
題した地域特化型電子書籍ポータルサイトをＷｅ

ｂ上に公開し，県内自治体の広報誌や観光情報誌
などの刊行物を電子書籍として無料閲覧できるよ
うにしている２３。地域内の広報活動や広告活動を
地域の企業が支えることに「地域社会との共生」
の視点を確認できる。
　自治体の刊行物は原則無料で掲載しているため，
ＣＳＲの意味合いが強い。一般企業の刊行物を掲
載する場合は有料となり，ビジネスチャンスが生
まれる。事業を開始したばかりでまだ経済的利益
を獲得できていない点が課題だが，ビジネスプ
ラットフォームが構築され，事業が継続的に進む
可能性は高い。
５）株式会社ファーマーズ・フォレスト
　ファーマーズ・フォレストは，本市内の道の駅
「うつのみやろまんちっく村」を運営する企業であ
る。平成１９年創業で，従業員は２２０人，平均年齢は
約３７歳と若い。
　ファーマーズ・フォレストは，地域を総合プロ
デュースする「地域商社」として，耕作放棄地増
加，買い物難民の増加などの地域課題に，食・農・
観光の視点から取り組んでいる。たとえば，販売
網の強化として「宮カフェ＠miya」２４や「トチギ
フト」２５を運営している。
　さらに，「えにしトラベル」を平成２４年に立ち上
げ，地域資源を活用した着地型観光にも取り組ん
でいる２６。観光事業自体からの収益はあまり大き
くないが，それは「ろまんちっく村」を核とした
地域連携による種々のビジネスと結びつけること
を優先しているためである。その結果，地域連携

●市政研究センター研究報告

２３  この取組は，一般社団法人ジャパンイーブックス活用研究会が
主導するもので，地域協働を謳っている。
２４  「宮カフェ＠miya」は，市内中心部で営業するアンテナショッ
プである。
２５  「トチギフト」は，各地の想いを詰めた選りすぐりの特産品ギ
フトカタログであるだけではなく，ヒト・モノ・コトを通じて有
形無形の価値を伝える総合メディアである。
２６  県内外の地域と連携し，地域を体験するツアーを専従者５人で
企画する。すでに年間１５０件以上のツアープランを提供しており，
本市内では，城山地区との連携による「OHYA Underground」や
篠井地区との連携による「しのい散歩」などを提供している。

２２  井 上 総 合 印 刷「TOCHIGI ebooks」，http://www.tochigi-
ebooks.jp/，２０１６年２月２９日取得
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による着地型観光は，地域に利益を還元すること
ができ，地域活性化や地域経済の自律化に寄与し
ている。
　地域の課題を地域と連携して取り組む「地域商
社」の経営戦略は，「地域社会との共生」として理
解できる。

（２）「企業と地域社会の共生」実践企業からみえる
　　課題
　これまでの事例企業に共通する特徴をいくつか
整理する。全ての企業において社会活動と事業活
動が関連づけて認識されていない。すなわち，実
態として社会活動と事業活動は関連づけられてい
るものの，それを経営戦略として活かしきれてい
ないと指摘できる。
　しかし，これらの企業が「地域社会との共生」
に取り組む背景には，自らの経営を改革もしくは
改善する意識を持っていることがあげられる。新
しいことに挑戦する視点が結果として社会活動と
事業活動を結びつけているのである。
　ただし，社会活動を中心として事業に結びつけ
る場合，収益を確保することが難しい。
　このような課題を克服し，「企業と地域社会の
共生」を実現していくためには，①社会全体の意
識改革を通じて社会活動と事業活動を結びつける
こと，②社会的課題に関する素材を企業へ提供す
ること，③社会活動の取組環境を整えることが必
要となる。

　以上，企業の経営戦略において，「企業と地域社
会の共生」の視点が重要な役割を果たすことを明
らかにしてきた。最後に，本市において「企業と
地域社会の共生」を企業が推進できるよう行政支
援のあり方を検討する。
　第１に，社会活動と事業活動の関連づけを進め

ていくために，社会一般の価値や規範の啓発を本
市が行うことである。特に，中小企業においては，
性別や障がい，人種などに関わらず全ての人が働
きやすい環境を作ることが競争優位の基盤となり，
企業の成長に結びつくというダイバーシティ経営
に対する理解を促すことが重要である。正しい理
解が進めば，女性の離職率低下や男性の育児休暇
取得率向上などもおのずと達成可能となろう。
　市民に対しては，多様性を認める価値意識を醸
成するため，多様な働き方や生き方を相互に理解
しあうノーマライゼーションの考え方を広め，音
楽や芸術などに対する寛容性を高めていくことが
求められる。これらは創造都市の発展に不可欠で，
本市の場合，文星芸術大学や芸術系専門学校が数
多く立地している地の利を活かし，文化創造人材
の育成支援などに取り組むことが可能である。
　第２に，事業活動に結びつける社会的課題を見
出せない企業が「企業と地域社会の共生」の視点
を取り込めるよう，本市が社会的課題の洗い出し
を進めることである。京都市がすでに取り組んで
いるように，企業に取り組んでもらいたい優先的
な社会的課題を本市が整理し，提示することが肝
要となる。
　また，ＮＰＯやＮＧＯなどの組織には，課題発
見の手腕が期待される。つまり，本市は庁内に眠
る社会的課題の整理を行うと同時に，社会一般か
ら発見される社会的課題を整理するため，ＮＰＯ
やＮＧＯと協働を進めることが必要である。
　さらに，昨今話題となっている行政ビッグデー
タをオープンデータとして積極的に提供すること
で，大学が研究能力を地域連携で発揮することや
企業が独自に地域課題を見出すことが期待される。
　第３に，企業が「地域社会との共生」の視点を
持てるよう，企業が取り組みやすい環境を本市が
整えることである。社会的課題を企業に提示する
だけでも効果は期待されるが，より一層の推進を
図るためには，能動的な取組が必要である。

６　企業の取組と行政施策の方向性

宇都宮市における中小企業振興策の新たな潮流
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　まず，企業が取り組む「地域社会との共生」事
業の事例を蓄積することが必要である。それは企
業家の意識啓発に結びつくだけでなく，企業が取
組を検討する際の具体的な参考にもなる。
　さらに，松江市の取組のような，企業と社会的
課題とのマッチングを図る「協働の場」を提供す
ることが求められる。たとえば，「企業と地域社
会の共生」推進に向け，企業が有するシーズと社
会的課題のニーズをマッチングするため，企業，
一般市民，大学，ＮＰＯ，ＮＧＯ，行政などが一
同に会する商談会を行うことがあげられる。
　第４に，企業の支援制度を確立するため，本市
の「まちづくり貢献企業認証制度」のあり方につ
いて見直しを進めることである。「地域社会との
共生」をキーワードに事業の見直しを促すことで，
認証制度が企業の取組をＰＲし，企業の社会認知
度向上に結びつけられる。
　また，企業の社会活動が企業の資金調達に深く
関わる仕組みを構築することが求められる。日本
政策投資銀行（２０１４）のように一部の企業ではす
でに具体的な取組が進められており，本市でも地
元金融機関による社会的責任投資の可能性に期待
したい。たとえば，地元金融機関が社会的課題解
決企業の社会的利益を融資の評価項目に導入する
ことなどがあげられる。地元金融機関が社会的責
任投資の一翼を担うことで，かれら自身が「企業
と地域社会の共生」の実践者となることも重要な
ことである。
　その際の支援として，市商工振興課の制度融資
事業２５のように，本市が資金を預託し，地元金融機
関が社会的利益を重視した融資を企業に実施する
ことも実現可能であろう。

　以上のような取組を進めることで，企業が事業
活動を持続可能な形で進められると同時に，社会
的課題が少しでも解決される。その結果，本市は
より良い社会と地域経済を構築していくことがで
きる。
　将来的には，全ての企業が経営戦略の中に社会
活動を位置づけ，社会との接点を持ちながら事業
に取り組むことが社会にとって理想的な姿となる。
これが成熟社会を支える経済基盤となり得る。現
状を鑑みれば，そこに到達するのにはまだ時間を
要すると考えざるを得ない。しかし，人口減少社
会における地域経済の循環を促進するためにもい
ち早く取り組み始めることが最善である。本市の
「まちづくり貢献企業認証制度」の見直しがその変
化の一助になることは間違いない。
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２５  制度融資とは，市の資金を県信用保証協会を通じ，市内金融機
関に預託し，場合によっては金融機関が自己資金を上乗せして，
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７　おわりに
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